
盛土規制法説明会

令和７年８月

京都府盛土対策チーム
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京都府における盛土規制法の運用開始について

◆京都府（京都市域除く）では、府域全域を規制区域に指定し、
令和７年５月１日から、本格運用を開始しました。

◆規制区域内において一定規模を超える盛土等を行う場
合に許可や届出が必要になります。

◆京都府盛土対策ホームページ

トップページ > 防災・防犯・安心・安全 > 盛土対策
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https://www.pref.kyoto.jp/morido/index.html


規制区域について（区域の種類）
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宅地造成等工事規制区域

市街地や集落、その周辺等に人家
等が存在するエリアを指定

特定盛土等規制区域

市街地や集落等から離れているも
のの、地形等の条件から人家等に
被害を及ぼしうるエリアを指定
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京都府（京都市域除く）の規制区域
令和７年５月１日全域指定

測量法に基づく国土地理院長承認（使用）R6JHｓ76

↑GISで区域の確認ができるよう
現在準備中



規制区域について（指定までの流れ）
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法に基づく基礎調査の実施 【市町村意見照会】

R6.9 府域全域を規制区域の候補とする案（運用開始がR7.5.1）を公表
【報道発表・市町村通知・府ＨＰ掲載】

R7.2 法定の市町村意見照会結果を踏まえた規制区域案決定
【市町村通知・関係団体通知・府ＨＰ掲載】

R7.3 区域指定前後の工事の取り扱い・制度説明チラシ配布
【関係団体に説明・府ＨＰ掲載】

R7.4.30 規制区域の指定・運用開始を公表
【4/28報道発表・市町村通知・関係団体通知・府ＨＰ掲載】

R7.5.1 区域指定・本格運用開始



規制区域について（規制の効果）
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⚫ 限られた規制区域内の「宅地」のみを制限してきた

⚫ 規制区域外又は宅地以外では制限がなく、危険な盛土等の
法に基づく指導が困難

区域指定前

⚫ 府内全域で、土地（宅地・森林・農地）に、一定規模を超える
盛土等を行う場合は、許可等が必要になる。

⚫ 危険な盛土等は、既存のものも含め、法律の規制対象とな
り、所有者等に安全な状態を維持する義務が発生。

区域指定後

スキマなく、規制区域を指定



規制区域について（規制の効果）
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山間部だけではなく平野部でも危険な盛土が問題となっている。

規制区域指定前に、民家裏に危険な盛土
がなされた。

規制区域を指定し、盛土規制法により、行
為者に改善命令

行政代執行（危険な盛土を撤去）
行為者を刑事告発

事例 福島県西郷村（写真：福島県提供）

福島県西郷村 盛土 検索



許可対象について
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許可対象について（盛土・切土）
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• ➀②③ 盛土・切土で、一定の高さを超え
る崖（地表面が水平面に対し30度を超える
角度をなす土地）を生ずるもの

• 面積が小さくても、許可の対象となる。
例：戸建て住宅の敷地

崖を生ずるもので許可対象

崖が生じないもので許可対象

• ④⑤ 崖は生じないが、一定の高さを超え
る盛土又は、盛土・切土で一定の面積を
超えるもの

• 高さが低いものや面積が小さいものは許
可不要。



例題：宅地造成等工事規制区域の場合

許可対象について（盛土・切土）
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１ 建築物の敷地で擁壁（崖に該当）を設置する
造成工事を行う。盛土高さ1.2ｍ、造成面積150㎡

２ 農地の嵩上げを行う（崖は生じない）。
盛土高さ1.5m、造成面積450㎡

３ 資材置き場の造成を行う。
盛土高さ45cm、造成面積1,000㎡

許可申請
必要

許可申請
不要

許可申請
必要
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次の各号の全てを満たす行為は、通常の営農行為に該当します。

1. 耕作に適した土で、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第2条に規定する廃棄
物（産業廃棄物、一般廃棄物、特別管理廃棄物）が混入しない土を使用すること。

2. 近傍農地、農作物及び道水路等に対する被害防除に十分配慮し、万一被害が発
生した場合は、農地所有者等の責任において対応すること。

3. 盛土又は掘削の高さが1メートル未満であること。特に、道路との段差については、
原則として隣接する道路面の高さを超えないこと。

4. 農地改良の規模が3,000平方メートル未満であること（当該農地改良を行う農地
を含む一団の農地の区域において3,000平方メートル以上の農地改良を行うこと
となるものを除く。）。

5. 農地改良の着手から農地を復元するまでの期間がおおむね6箇月以内であるこ
と。

6. 農地改良後、速やかに耕作を再開する計画があること。
7. 他法令（条例を含む。ただし、盛土規制法を除く。）の許認可等を要しないこと。

規制対象外・許可対象外について
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規制対象とならない「通常の営農行為」



通常の営農行為に該当せず盛土規制法の規制対象となり許可等が必要になった場
合であっても、「作物を栽培する範囲」は締固め等の技術的基準の適用外となります。

「作物を栽培する範囲」

農地における盛土のうち、作物を栽培する範囲において通常の営農行為（耕起、代
かき等）が行われる部分については、盛土規制法の規制対象外（注）となるため、締
固めや透水層の設置の規制は対象となりませんが、その他の盛土部分については、
当該盛土部分が崩れないよう宅地造成及び特定盛土等規制法施行令7条1項1号イ・
ロにより締固めと透水層の設置が必要になります。

（注）技術的基準の適用外となりますが、盛土をする土地の面積（規制対象面積）に
は含まれますので、盛土規制法の許可申請に際しては、作物を栽培する範囲が明確
にわかる断面図等を添えて申請してください。

規制対象外・許可対象外について
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規制対象となった農地の造成



規制対象外・許可対象外について
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規制対象となった農地の造成



規制対象外・許可対象外について
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工事の施行に付随して行われる土石の堆積※1であって、当該工事に使用する土石
又は当該工事で発生した土石を当該工事の現場※2又はその付近※3に堆積するもの
は許可不要となります。

※1 当該工事に使用する土石又は当該工事から発生した土石を当該工事現場や

その付近に一時的に堆積する場合の土石の堆積で、本体工事に係る主任技術
者等が本体工事の管理と併せて一体的に管理するものを指します。

※2 工事が行われている土地を指します。なお、請負契約を伴う工事にあっては、請

負契約図書、工事施工計画書その他の書類に工事の現場として位置付けられた
土地（本体の工事が行われている土地から離れた土地を含む。）については、工
事の現場として取り扱います。

※3 本体工事に係る主任技術者等が本体の工事現場と一体的な安全管理が可能な

範囲として、容易に状況を把握し到達できる工事現場の隣地や隣地に類する土
地が該当します。

工事に付随して行われる土石の堆積



許可申請について（手続きフロー）
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赤字は、旧宅地造成等規制法から追加

土地所有者等の同意 ●盛土等を行う土地の所有者等全員の同意（許可要件）

周辺住民への事前周知 ●周辺地域の住民に対し、説明会の開催等により工事の内容を周知

（許可基準）

許可基準への適合 　・災害防止のための安全基準に適合すること

　・必要な資力・信用を有すること

　・工事施行者が必要な能力を有すること

　・土地の所有者等全員の同意を得ていること

知事等の許可

知事等は、工事主の氏名、盛土等が行われる土地の所在地等を公表

現場での標識掲出 ●工事現場の見やすい場所に、当該工事に係る許可を受けている旨の表示

定期報告

中間検査

完了検査 ●安全基準への適合について現地検査（例：盛土の形状、擁壁の強度等）

許可申請前

許可申請

工事着手

工事完了

●工事の施工状況について、３月ごとに報告（例：土石の堆積量）
　　※ 一定規模以上の盛土・切土、一時堆積に適用

●工事完了後に確認困難となる工程について、現地検査（例：排水施設の設置）
　　※ 一定規模以上の盛土・切土に適用



許可申請について（住民周知）
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盛土等の区分 住民への周知を行う範囲（例）

①平地盛土
②切土

③土石の堆積

〇盛土等の境界（法尻）から盛土等の最大高さｈに対して水平距離
２ｈ以内の範囲
（※参考図ＡのLの範囲）

〇盛土等を行う土地の隣接地
〇盛土等を行う土地の境界から水平距離数10ｍ程度の範囲

〇盛土等を行う土地が属する自治会等の範囲

腹付け盛土

〇盛土のり肩までの高さｈに対して盛土のり肩から下方の水平距
離５ｈ以内の範囲
（※参考図ＢのIの範囲）

〇盛土を行う土地の境界から下流方向に水平距離50ｍ～数百ｍ
程度の範囲

〇上記範囲の中にその全部または一部が含まれる自治会等の範
囲

①規則第６条第１項において住民への周知方法を規
定する渓流等における高さ15ｍを超える盛土
②渓流等における盛土（①を除く）
③谷埋め盛土（①及び②を除く）
④腹付け盛土のうち、参考図Iの範囲に渓流等の渓床

が存在するもの（①及び②を除く）

〇下流の渓床勾配が２度以上の範囲
（※参考図Ｃ）

〇上記範囲の中にその全部または一部が含まれる自治会等の範
囲

住民周知方法
１ 説明会の開催
２ 書面の配布
３ 掲示及びインターネットを利用した閲覧



許可申請について（住民周知）
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参考図Ａ 

 

参考図Ｂ 

 

参考図Ｃ 

 

 



京都府の窓口について

23

区域

事項

宅地造成等工事
規制区域

特定盛土等
規制区域

許可等
相談
通報

各土木事務所

建築住宅課
各広域振興局

森づくり振興課

相談
通報

各保健所

環境衛生課又は環境課

農地のご相談は、まず、各市町村の農業委員会に、
通常の営農行為に該当するか確認をお願いします。

不審な盛土等を発見した場合は、各窓口にお知らせください。
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排水施設の管渠の断面積は、以下で算定
10分間降雨量20mm（降雨強度120mm/h）
流出係数0.8以上 【京都府】
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◆ 土石の堆積とは、宅地又は農地等において行う土石の堆積で、一定期間の経過後に
当該土石を除却するもの（ストックヤード）

◆ 最大時の堆積高さ・面積が、一定規模を超えるものが許可対象

◆ 京都府では、土石の堆積の期間は５年を超えない期間としており、５年を超える場合
は、変更許可申請が必要です。



建設発生土の搬出先の適正確認について
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建設発生土が適切に利用・処分されるよう、

資源有効利用促進法の省令改正により、建設
発生土の搬出先の事前確認や搬出後の受領
書の確認など建設発生土の搬出先計画制度
の強化が行われています。

令和６年６月からは、建設発生土が不法・危
険な盛土等に利用されることがないよう最終搬
出先まで確認することが元請業者に義務付け
られています。

一方、登録ストックヤードに搬出した場合は、
登録ストックヤード運営事業者がその後の適正
な搬出を引き継ぐことになるので、元請業者は
最終搬出先までの確認は不要となります。

国HP
建設発生土の搬出先計画制度 →

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_000001_00041.html


参考資料
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◆京都府盛土対策ホームページ

規制区域・盛土規制法に基づく申請等マニュアル

許可等の公表

◆国土交通省・農林水産省・林野庁ホームページ

法の概要・パンフレット等

本日の資料は、各ホームページで公表されている内容を基に作成しています。

詳しくは、各ホームページをご確認ください。

https://www.pref.kyoto.jp/morido/yoshiki.html
https://www.pref.kyoto.jp/morido/yoshiki.html
https://www.mlit.go.jp/toshi/content/001603831.pdf
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